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○岡村（2007a）は，産業技術総合研究所（地質調査所）による調査（調査測線①）から，第四紀向斜軸・背斜軸及び第四紀逆断層を図示している。

○井上ほか（2007）は，2007年能登半島地震の震源域で産業技術総合研究所による調査（調査測線②），東京大学地震研究所による調査（調査測線③）及び当社が地震前に実施した音波探査
記録（調査測線④）等から，笹波沖断層帯（西部）に対応する位置に逆断層の伏在が推定される向斜軸・背斜軸を図示し，長さ約14㎞で，完新世に活動した可能性があるとしている。

○佐藤ほか（2007b）は，東京大学地震研究所による調査（調査測線⑤）から，笹波沖断層帯（西部）に対応する断層について，リフト期の正断層の反転運動を示していると記載している。
○井上・岡村（2010）は，岡村（2007a）及び井上ほか（2007）の調査結果から，東北東-西南西方向に活逆断層を図示している。
○国交省ほか（2014）は，笹波沖断層帯（西部）に対応する位置に断層トレースを図示しているが，断層モデルを設定していない。
○文科省ほか（2015）は，産業技術総合研究所による調査（調査測線①），佐藤ほか（2007b）の調査（調査測線⑤），石油開発公団による調査及び海洋研究開発機構による調査（調査測線⑤）の
結果から岡村（2007a）及び井上・岡村（2010）が示した構造に対応する位置に，震源断層モデルとしてNT10 （走向：65度，傾斜：60度，断層長さ：10.5km）を設定し，佐藤ほか（2007b）の二船式
反射法地震探査により，60°の東傾斜の断層と判断している。また，笹波沖断層帯（東部）に対応するNT8（前頁）との連動性を否定するものではないとしている。文科省ほか（2021）では，活
動性の評価を確実性Bクラス（第四紀後期に相当する地層まで変形を受けている可能性が高いが，年代や断層による変形の幅が広く，第四紀後期に相当する地層までの変形がやや不明瞭）
としている。

位置図

2.4.1 (2) 笹波沖断層帯の文献調査 －笹波沖断層帯（西部）－

：調査測線①

：調査測線②

：調査測線③

：調査測線⑤

：調査測線⑤

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

：調査測線④

：調査測線④

：調査測線④

左図範囲
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○笹波沖断層帯周辺には，志賀町笹波沿岸のD層の隆起帯（笹波沖隆起帯）とその西方に小規模なD層の隆起（笹波沖小隆起帯）が認められる。
○笹波沖断層帯（東部）は，笹波沖隆起帯北縁に沿って分布する断層から構成される。また，笹波沖隆起帯の内部及び西縁に深部から分岐した
断層が認められる。

○笹波沖断層帯（西部）は，笹波沖小隆起帯の北縁から北西縁に沿って分布する断層及び撓曲群から構成され，同隆起帯の北縁から北西縁へ
走向が変わるとともに，断層・撓曲が分岐，屈曲する。
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2.4.1 (3) 笹波沖断層帯（東部）の活動性 －笹波沖断層帯周辺の地質図－
第1144回審査会合資料1-1
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2.4.1 (3) 笹波沖断層帯（東部）の活動性 －No.107-1測線－

○No.107-1測線において，測点2.8付近で笹波沖隆起帯北縁に沿ってD層が北側に急に落ち込んだ位置でB2層下部，B3層，C1層，C2層及びD1層に北落ちの変位が認
められ，さらにその南側に隣接する測点2.6付近ではA層下部及びB1層に北落ちの変形が認められることから断層を推定した。変位，変形はA層上部に及んでいない
が，A層下部まで変位，変形が及んでいることから，B1層以上に変位，変形が認められると判断した。
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2.4.1 (3) 笹波沖断層帯（東部）の活動性 －L7測線－
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○L7測線において，測点20付近で笹波沖隆起帯北縁に沿ってD層が北側に急に落ち込んだ位置でB1層基底及びB2層に北西落ちの変位が推定されることから断層を推定した。 変
位，変形はB1層上部以上に及んでいないが，B1層下部が不明瞭であることから，B1層以上に変位，変形の可能性が否定できないと判断した。

○測点18.5付近でB1層下部及びB2層に南東落ちの変位が認められることから断層を推定した。変位，変形はA層上部に及んでいないが，A層下部まで変形が及んでいることから，
B1層以上に変位，変形が認められると判断した。

〇測点5付近でA層下部及びD1層上面に北西落ちのわずかな変形が認められることから断層を推定した。変形はA層上部に及んでいないが，A層下部まで変形が及んでいることか
ら，B1層以上に変位，変形が認められると判断した。この断層は佐藤ほか（2007a）の知見から笹波沖断層帯（東部）の分岐断層に対応すると判断した（次頁）。

断層(破線は推定)

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記
録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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〇佐藤ほか（2007a）は2007年能登半島地震の震源域で反射法地震探査を実施しており，Line B断面から余震は南東側に位置する活断層との間に集中しており，二つの活断層がより深部の断
層から分岐しているように見えるとしている（右上図）。

○佐藤ほか（2007a）が示す2007年能登半島地震の余震分布からは，笹波沖断層帯（東部）の南東側の断層に余震の発生は認められない（次々頁）。
○南東側の断層はわずかな変形しか認められず，笹波沖断層帯（東部）に対応する断層に比べ，変位量が非常に小さい（前頁，L7測線）。
○また，佐藤ほか（2007a）が示す2007年能登半島地震の震源断層と笹波沖断層帯（東部）の南東側の断層との位置関係を確認した結果，南東側の断層は震源断層面上に位置している。なお，
佐藤ほか（2007a）が示す震源断層の形状は，余震分布※2や反射法地震探査などを組み合わせて，統合的に図示したものである（P.87）。

○以上のことから，南東側の断層は，2007年能登半島地震の震源断層（笹波沖断層帯（東部）に対応）の分岐断層と判断した。

笹波沖断層帯
(東部）

笹波沖断層帯(東部）
の分岐断層

2.4.1 (3) 笹波沖断層帯（東部）の活動性 －Line B測線－

SE→←NW

佐藤ほか（2007a）の震源断層と断層の位置関係

断層位置
推定区間

Line B断面 佐藤ほか（2007a）に一部加筆
※1：各文献の観測位置は次頁。
※2：佐藤ほか（2007a）が示すSakai et al.（2008），Yamada 

et al.（2008）の結果を用いた余震分布は次々頁。

※1

※1
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〇佐藤ほか（2007a）は，Sakai et al.（2008）及びYamada et al.（2008）の観測データをもとに決定された震源分布を用いている。
○Sakai et al.（2008）は，地震発生の当日（2007年3月25日）から，最大88地点に設置された地震計により約1か月間に渡って観測している。
○Yamada et al.（2008）は，4月5日から5月8日までの約1か月間，海底地震計による観測を実施している 。

【余震観測位置（Sakai et al.（2008），Yamada et al.（2008））】

地震観測所の位置（Yamada et al.（2008））
図中の＋は臨時海底地震計（OBS）と陸上地震計の観測所の位置

地震観測所の位置（Sakai et al.（2008））
図中の＋は臨時地震観測所，▲はテレメータ，●は海底地震計

第1144回審査会合資料1-1
P.76 再掲
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〇佐藤ほか（2007a）は，Sakai et al.（2008）及びYamada et al.（2008）の観測データをもとに余震分布を示しており，断面4から一様な南傾斜の余震配列が見られ，ほぼ
一様な傾斜で断面12まで連続するとしている。

○笹波沖断層帯（東部）に対応する位置には余震の発生が認められるが，笹波沖断層帯（東部）の南東側の断層に余震の発生は認められない（下図：断面4，断面5）。

【2007年能登半島地震の余震分布（佐藤ほか（2007a））】

笹波沖断層帯(東部）
の分岐断層

笹波沖断層帯
(東部）

笹波沖断層帯(東部）
の分岐断層

笹波沖断層帯
(東部）

能登半島地震の余震分布
（佐藤ほか（2007a）を編集）

図中の緑点は陸上地震計による震源（Sakai et al. (2008)），青点は海底地震計による震源（Yamada et al. (2008)）

下拡大断面

第1144回審査会合資料1-1
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2.4.1 (3) 笹波沖断層帯（東部）の活動性 －K9測線－

○K9測線において，測点14.7付近でA層下部，B1層，B2層，B3層，C1層及びD1層に北西落ちの変位が認められ，また，その南東側に隣接する測点14.9付近でA層下部
及びB1層に南東落ちの変形が認められることから断層を推定した。測点14.9付近の変形は測点14.7付近の断層の副次的な構造と考えられるが，いずれも変位，変
形はA層下部まで及んでいることから，B1層以上に変位，変形が認められると判断した。

○その他にも，測点18付近及び測点20付近でD1層に南東落ちの変位，変形が認められることから断層を推定した。変位，変形はA層に及んでいないが，後期更新世
以降の活動の判定が可能な上載層が分布しないことから，B1層以上に変位，変形の可能性が否定できないと判断した。
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○笹波沖断層帯（東部）は，2007年能登半島地震の震源断層であるとされ，佐藤ほか（2007a）は，2007年能登半島地震後の余震分布及び反射法地震探査などを組
み合わせて，統合的に震源断層の形状を図示しており，その広がりは陸域にも及んでいる（左下図）。

○「新編 日本の活断層」（活断層研究会，1991）は，笹波沖断層帯（東部）の陸域周辺に，確実度Ⅱ以上の活断層を図示していない。また，「活断層詳細デジタルマッ
プ[新編]」（今泉ほか，2018）についても，活断層等を図示していない。

○地形調査の結果，笹波沖断層帯（東部）の陸域周辺に，リニアメント・変動地形は判読されない（右下図）。
○2007年能登半島地震後に行った地質調査の結果，震源断層の陸域延長位置には，笹波沖断層帯（東部）に対応する断層は認められない（次頁左図）。
○冨岡・佐藤（2007）は，震源域陸域の地質と地質構造について記載しており，地震後に行った地質調査で断層露頭は確認されていないとしている（次頁右図）。
○また，地震直後の地表変状は，川辺ほか（2007）のトレンチ調査結果によれば，地すべりによる変動によるものである可能性が高いとされ，さらにFukushima et al.
（2008）は，SAR干渉画像による地殻変動解析結果から，断層の破壊が地表に到達したとは考えられないとしている（P.90）。

○以上のことから，笹波沖断層帯（東部）の陸域部については，地下深部には断層の破壊が推定されるが，2007年能登半島地震による地表地震断層は出現していな
いと判断した。

87赤色立体地図（航空レーザ計測（2007年実施，地震後）により作成）

反射法地震探査及び余震分布に基づく断層面の形状
佐藤ほか（2007a）

佐藤ほか（2007a）の示す断層位置

2.4.1 (3) 笹波沖断層帯（東部）の活動性 －陸域調査－
第1144回審査会合資料1-1
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【地質調査（当社，冨岡・佐藤（2007））】

地質図
冨岡・佐藤（2007）より抜粋

地質断面図
冨岡・佐藤（2007）より抜粋当社地質調査結果（2007年実施，地震後）

佐藤ほか（2007a）の示す断層位置

○2007年能登半島地震後に行った地質調査の結果，震源断層の陸域延長位置には，笹波沖断層帯（東部）に対応する断層は認められない（左下図）。
○冨岡・佐藤（2007）は，震源域陸域の地質と地質構造について記載しており，地震後に行った地質調査で断層露頭は確認されていないとしている（右下図）。
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【文献調査（地表変状調査）】

機関名 報告内容 地点

金沢大学（2007）

・門前町中野屋地区にて，県道の舗装路面上に
N60°Eの亀裂が発生し，亀裂沿いに右横ず
れ8cmの変位が認められ，路面上の亀裂の南
西延長では，水田に杉型の雁行割れ目が発
達し，稲株の配列にも右横ずれが認められた
と報告した。

・門前町安代原地区にて，東西方向の断層が道
路を横切り，右横ずれ5cmの変位を生じたと報
告した。

粟田ほか（2007）

・門前町道下地区にて，護岸に圧縮性の亀裂が
生じていることを報告し，護岸に生じた亀裂の
分布と性状から，これらの亀裂が地下浅部ま
で達した地震断層によるずれを反映した可能
性があるとした。

小長井ほか（2007）

・門前町道下地区にて，集落における構造物の
変状と噴砂について調査し，同地区の家屋被
害が液状化に伴う流動によって増大した可能
性を示唆した。

東京大学地震研究所
（2007a）

・門前町鹿磯にて，全体としてN65°Eの走向を
しめす雁行亀裂が分布し，この延長に位置す
る道路に右横ずれ4cmの変位が生じているこ
とから，地表地震断層が出現した可能性があ
ると報告した。

2007年能登半島地震後の主な地表変状の報告位置

佐藤ほか（2007a）の示す断層位置

2007年能登半島地震後の主な地表変状の報告内容

とうげ

道下

かいそ

鹿磯

なかのや

中野屋
あんだいはら

安代原

○2007年能登半島地震直後に，さまざまな研究機関により震源域付近における地表変状に関する報告がなされた（下図表）。
○その後の川辺ほか（2007）の調査によれば，上記の地表変状は地すべり堆積物からなる上盤側の重力活動によってできたとしている（次頁）。
○また，Fukushima et al.（2008）によれば，SAR干渉画像による地殻変動解析結果から，断層の破壊が地表に到達していないとしている（次頁）。
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【文献調査（川辺ほか（2007），Fukushima et al.（2008））】

・川辺ほか（2007）は，門前町中野屋地区でのトレンチ調査で
露出した断層破砕帯について，地表付近ほど高角度にな
るリストリック正断層からなっており，地すべり堆積物から
なる上盤側の重力活動によってできたとしている。
・また，「能登地震を発生させた断層の一部が地表に露出し
ている」とする道路の割れ目も，このような地山の縄又層と
地すべり堆積物～盛り土堆積物との境界部で，同様な現
象が生じてできた可能性が極めて高いと判断している。

地山の縄又層と地すべり堆積物とを境する断層破砕帯（川辺ほか，2007） 「断層」とされる道路の割れ目の写真（川辺ほか，2007）

・ Fukushima et al.（2008）は，左図のSAR干渉画像が，地表
断層の動きに関連するような不連続性を示していないこと
から，断層の破壊が地表に到達していないとしている。

SAR干渉画像（Fukushima et al., 2008）
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2.4.1 (3) 笹波沖断層帯（東部）の活動性 －活動間隔－

91

○笹波沖断層帯（東部）は，2007年能登半島地震の際の地殻変動量が明らかにされており，断層の活動間隔について議論がなされている。
○吉田ほか（2007）は，地震前後の音波探査記録の詳細比較を行い，能登半島地震に伴う海底面の変位量から，断層の平均的な活動間隔は1700年（1300～2000年）
としている（下図）。

○浜田ほか（2007）は，地震前後の1m-DEMにより得られた鉛直地殻変動の様式は，中位段丘の旧汀線高度分布からわかる変動様式と調和的であり，それらの2007
年能登半島地震の示唆的隆起成分から，平均活動間隔は1500年前後と推定している（次頁）。

○Shishikura et al.（2009）は，潮間帯固着生物について，能登半島地震で離水した群集とさらに上位に分布する化石群集の高度分布と年代値から，断層の活動間隔
は約1000年と推定している（次々頁）。

・吉田ほか（2007）は，地震前後の音波探査記録（測線Ⅰ～
Ⅳ）の詳細比較を行い，能登半島地震によるものと想定さ
れる海底地形の変動を検出した。
・音波探査における最上位層のA層基底は最終氷期におけ
る陸上侵食地形と考えられることから，A層基底面形成後
の地震の活動間隔を求めている。
・その結果，A層基底面形成後の変動回数は，断層中央部
の測線Ⅰ及び測線Ⅱで7回（5～9回）であり，A層基底面の
形成時期を12000年と仮定した場合，平均的な活動間隔は，
1700年（1300～2000年）程度と推定している。

【吉田ほか（2007）】
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・浜田ほか（2007）は，海岸部における能登半島地震に伴う
鉛直地殻変動の様式は，中位段丘の旧汀線高度分布から
わかる変動様式と極めて調和的であるとしている。
・また，旧汀線高度に最高値を示す赤神（標高63m）と最低値
を示す海士岬（標高26m）の標高差37mが傾動成分となる。
・地震前後の1m-DEMから求めた傾動隆起成分は0.45mから，
中 位 段 丘 が 形 成 さ れ た 12.5 万 年 前 以 降 ， 83 回
（37m÷0.45m）の地震が発生したこととなり，その平均活動
間隔は1500年前後と推定している。

【浜田ほか（2007）】

段丘面の高度分布と2007年能登半島地震に伴う地殻変動（浜田ほか（2007）に一部加筆）

6
3

m

2
6

m

+
0

.4
5
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【Shishikura et al.（2009）】

調査位置図
（Shishikura et al.(2009)に一部加筆）

能登半島地震後のヤッコカンザシの分布高度
（Shishikura et al.(2009）に一部加筆）

能登半島地震前のヤッコカンザシの分布高度
（Shishikura et al.(2009）に一部加筆）

・Shishikura et al.(2009)は，能登半島地震で離水した
潮間帯固着生物（ヤッコカンザシ）の分布高度上限よ
りも高位に，３つのレベルのヤッコカンザシ群集の化
石を見出した。
・このうち，最も高位の群集は，AD1025-1235の年代値
を示し，2007年能登半島地震の一つ前のイベントに
よる地震性隆起で離水したと推定している。
・また，これに基づき，2007年能登半島地震の震源断
層の活動間隔は約1000年としている。

2007年能登半島地震の
一つ前のイベントにより離水

能登半島地震で離水

各群集の高度分布は本頁上図中の分布高度から2007年能登半島地震で
離水した群集の高度（本頁上図青線）を差し引いたもの



○笹波沖断層帯（東部）の北東端については，陸域部に地表地震断層が認められないことから， 2007年能登半島地震による地下深部の断層による破壊範囲から推定した。
○東京大学地震研究所（2007b），Kato et al.（2008）は，2007年能登半島地震の余震域の東端付近で速度構造解析を実施している。これらによれば，能登半島地震は低速度域と高速度域の境
界で発生したとしている。また，余震域の東端付近には，余震の空白域があり，その深さ5km以深に存在する高速度域が本震の破壊に対してバリアとして機能した可能性を挙げている（次頁）。

○ Yoshimura et al.（2008）は，余震の空白域周辺で比抵抗構造の解析を行っており，余震活動の空白域には高比抵抗域が推定され，固着しているセグメントを表している可能性を指摘している
（P.96）。

○佐藤ほか（2007a）は，能登半島震源域の稠密な重力異常図（Honda et al., 2008）から，海域の活断層の陸域延長部が重力の急変帯として現れている構造と一致するとしており，このENE方向
への延長はNNW-SSE方向別の重力異常の高まりによって断たれるとしている。これは，NNW-SSE方向のトランスファー断層によって境されたハーフグラーベンを示している可能性が高く，初
生期の構造に規制されてセグメント境界を形成していると判断している（P.97）。

○上記のような地下深部のバリア構造が指摘された輪島市門前町浦上付近の東方には別所岳安山岩類・高洲山安山岩類が地表部に浅く分布し，それ以西では黒瀬谷階の堆積岩が厚く分布し
ており，輪島市門前町浦上付近を境に地質の分布状況が異なる（下図）。

○佐藤ほか（2007a）は，上記のデータも含め，余震分布や反射法地震探査などを組み合わせて，統合的に震源断層の形状を図示しており（P.87），重力異常・電磁気・地質学的な方法から推定さ
れた震源断層の不連続性は，実際の震源断層の東端と一致していると述べている。なお，地表変状調査の報告（P.89，90）も含め，佐藤ほか（2007a）が示す震源断層よりも北東方に，笹波沖
断層帯（東部）に対応する断層を示した知見は認められない。

○以上のことから，笹波沖断層帯（東部） の北東端は，2007年能登半島地震の余震分布や反射法地震探査などを組み合わせて，統合的に震源断層の形状を示した佐藤ほか（2007a）が示す海
岸線から約6km内陸の輪島市門前町浦上付近と評価した。
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2.4.1 (4) 笹波沖断層帯（東部）の端部 －北東端調査－

浦上

別所岳安山岩類・高洲山安山岩類
（地表部に浅く分布）

黒瀬谷階の堆積層

能登半島地震余震分布※

（H19．3.25 18：11最大余震前まで）

黒瀬谷階の堆積層

岩稲階：別所岳安山岩類・高洲山安山岩類

花崗岩

海域：断層分布図
陸域：地質図

震源断層東端（佐藤ほか，2007a）の位置

【地質調査】

地質図（最大余震までの期間に発生した余震分布等を加筆）

・最大余震までの期間に発生した余震分布のほとんどは断層トレースが
南北方向に屈曲する領域から輪島市門前町浦上付近までの区間で発
生している。
・浦上付近を境に地質構造が異なっており，浦上東方では岩稲階の別所
岳安山岩類・高洲山安山岩類が地表部に浅く分布しているが，浦上西
方では黒瀬谷階の堆積層が厚く分布している。

※：余震分布は気象庁の地震・火山月報
（カタログ編）による

・浦上付近を境に地質の分布状況が異なる。
・浦上付近に余震の空白域にある高速度域が本震の破壊に対してバリアとして機能した。
・本震と東部の最大余震の間に存在する余震活動の空白域に高比抵抗域が推定される。
・重力異常の急変部が別の重力異常の高まりによって断たれている。

第1144回審査会合資料1-1
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【余震分布，P波速度構造】

・東京大学地震研究所（2007b），Kato et al.（2008）は，北東側の最大余
震が発生した輪島市門前町浦上付近に余震の空白域があり，その周
辺で速度構造解析を行っている。
・これらによれば，能登半島地震は低速度域と高速度域の境界で発生し，
余震域北東端の余震の空白域に深さ5km以深に存在する高速度域が
本震の破壊に対してバリアとして機能した可能性があるとされている。

余震分布（上図）及びP波速度構造断面図（右図）（Kato et al.（2008））

震源断層東端（佐藤ほか，2007a）の位置

第1144回審査会合資料1-1
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【比抵抗構造】

・Yoshimura et al.（2008）は，比抵抗構造の解析の結果，本震と東部の最
大余震の間に存在する余震活動の空白域には高比抵抗域（右図：R1）
が推定され，固着しているセグメントを表している可能性を指摘している。

比抵抗構造解析図（Yoshimura et al.（2008）に一部加筆）

震源断層東端（佐藤ほか，2007a）の位置

第1144回審査会合資料1-1
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【重力異常】

重力異常図（佐藤ほか（2007a）に一部加筆）

○佐藤ほか（2007a）は，能登半島震源域の稠密な重力異常図から，海域の活断層の陸域延長部が重力
の急変帯として現れている構造と一致するとしており，このENE方向への延長はNNW-SSE方向の重力異
常の高まりによって断たれるとしている。これは，NNW-SSE方向のトランスファー断層によって境された
ハーフグラーベンを示している可能性が高く，初生期の構造に規制されてセグメント境界を形成していると
判断している（左上図）。

○Honda et. al.（2008）は，能登半島北部の重力異常図を作成している。形態学的，地質学的研究によって
特定された4つのブロック境界についても，重力異常図で確認することができ，重力異常，地質構造，余震
分布，震源断層の関係から，この地域のブロック構造によって2007年能登半島地震の破壊が制約された
としている（右上図）。

震源断層東端（佐藤ほか，2007a）の位置

能登半島北部の重力異常図とブロック構造（Honda et. al.，2008）

第1144回審査会合資料1-1
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○笹波沖断層帯（東部）の西方は，断層トレースが大きく南北方向に走向が変化することが報告されている（片川ほか（2005），岡村（2007a）及び
井上ほか（2007））。

○この屈曲部の深部延長では，佐藤ほか（2007a）が余震分布，反射法地震探査の結果から推定した震源断層も屈曲した形状を示している。また，
同文献は地震波や地殻変動から断層面上のすべり分布を求めた結果，浅部ですべりが大きい部分は，海底の活断層分布域と一致しており，
能登半島地震と類似したすべりが累積的に発生してきたとしている。

○以上のことから，笹波沖断層帯（東部）の南西端は，2007年能登半島地震の震源断層の西端である断層の走向が屈曲する位置と評価した。
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2.4.1 (4) 笹波沖断層帯（東部）の端部 －南西端調査－

0

海底活断層の
海底面トレース

本震による破壊領域

反射法地震探査及び余震分布に基づく断層面の形状
佐藤ほか（2007a）に一部加筆

反射法地震探査，余震解析
の結果から求めた断層面の
コンター

第1144回審査会合資料1-1
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2.4.1（5） 笹波沖断層帯（西部）の活動性 －No.105-1測線－

○No.105-1測線において，測点31付近でB1層下部，B2層，B3層，C1層，C2層，D1層及びD2層に北落ちの変位が認められることから断層を推定した。変位，変形はA層
及びB1層上部に及んでいないが，B1層下部まで変位が及んでいることから，B1層以上に変位，変形が認められると判断した。

○また，測点27付近でD1層及びD2層に南落ちの変位が認められ，測点25付近，測点24付近でC1層下部，C2層，D1層及びD2層に南落ちの変位が認められることから断
層を推定した。変位は測点27付近の断層はC2層以上，測点25付近の断層はC1層上部以上に及んでいないことから，B1層以上に変位，変形は認められないと判断し
た。測点24付近の断層はB1層の層厚が薄く，内部構造を確認できないため，B1層以上に変位，変形の可能性が否定できないと判断した。
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2.4.1（5） 笹波沖断層帯（西部）の活動性 － K16-2測線－

SE→←NW

100m

200m

150m

300m

50m

250m

51013 3

C1

B3

B2

B1

C2

D1

100m

200m

150m

300m

50m

250m

51013 3

約500m

・この図面は，東京大学地震研究所の海上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである。

○K16-2測線において，測点7付近でB1層，B2層，B3層，C1層，C2層及びD1層に北西落ちの変形が認められることから，撓曲を推定した。変形はB1層まで及んでいることから，B1層
以上に変位，変形が認められると判断した。

○また，測点9付近でもB1層，B2層，B3層，C1層，C2層及びD1層に北西落ちの変形が認められることから撓曲を推定した。変形はB1層まで及んでいることから，B1層以上に変位，変
形が認められると判断した。

○これらの撓曲は西翼が急傾斜で幅が狭く，東翼が緩傾斜で幅が広い非対称な褶曲であり，南東傾斜の逆断層が伏在することが推定される。
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紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所
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2.4.1（5） 笹波沖断層帯（西部）の活動性 －K18測線－
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・この図面は，東京大学地震研究所の海上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである。
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○K18測線において，測点41付近でB1層，B2層，B3層，C1層及びC2層に北西落ちの変形が認められ，測点57付近でB1層，B2層，B3層及びC1層に北西落ちの変形が認められ，測点68付近でB2層，
B3層及びC1層に北西落ちの変形が認められることから3条の撓曲を推定した（東側，中央，西側）。測点41付近，測点57付近の撓曲は変形がB1層まで及んでいることから，B1層以上に変位，変
形が認められると判断した。また，測点68付近の撓曲は，変形はB1層内部に及んでいないが，B1層基底に及んでいる可能性が否定できないことから，B1層以上に変位，変形の可能性が否定
できないと評価した。これらの撓曲は西翼が急傾斜で幅が狭く，東翼が緩傾斜で幅が広い非対称な褶曲であり，南東傾斜の逆断層が伏在することが推定される。

紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所

対象断層 対象外断層

凡 例

下図記録範囲

小断層群密集域

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。



○笹波沖断層帯（東部）の西方は，断層トレースが大きく南北方向に走向が変化することが報告されている（片川ほか（2005），岡村（2007a），井上
ほか（2007））。

○笹波沖断層帯（西部）に隣接して分布する笹波沖断層帯（東部）は，2007年能登半島地震の震源断層であり，走向が屈曲する位置がその西端
であるとされている（佐藤ほか（2007a），下図）。

○以上のことから，笹波沖断層帯（西部）の北東端は，2007年能登半島地震の震源断層の西端である断層の走向が屈曲する位置と評価した。
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2.4.1（6） 笹波沖断層帯（西部）の端部 －北東端調査－

0

海底活断層の
海底面トレース

本震による破壊領域

反射法地震探査及び余震分布に基づく断層面の形状
佐藤ほか（2007a）に一部加筆

第1144回審査会合資料1-1
P.91 再掲



2.4.1（6） 笹波沖断層帯（西部）の端部 －南西端調査 K19測線－
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・この図面は，東京大学地震研究所の海上音波探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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○K18測線で推定した3条の撓曲の南西方延長にあたるK19測線において，3条の撓曲のうち，中央，東側の2条の撓曲については，南西延長部はわずかな背斜状を示すものの，撓曲を示唆する
ような変位，変形は認められない。

○なお，西側の撓曲の南西延長部である測点11付近では，B1層下部，B2層，B3層及びC1層に北西落ちの変形が認められたことから撓曲を推定した。変形はB1層上部に及んでいないが，B1層下
部に及んでいることから，B1層以上に変位，変形が認められると判断した。この撓曲は西翼が急傾斜で幅が狭く，東翼が緩傾斜で幅が広い非対称な褶曲であり，南東傾斜の逆断層が伏在す
ることが推定される。

紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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2.4.1（6） 笹波沖断層帯（西部）の端部 －南西端調査 No.101測線－

○K19測線で推定した西側の撓曲の南西方延長にあたるNo.101測線において，撓曲を示唆するような変位，変形は認められない。
○なお，No.101-1測線の測点66～71，No.101-2測線の測点74～80付近で認められるわずかな地層の変位，変形は，深部方向に連続しない小断
層（以下，「小断層群」と称する）であり，隆起運動に伴い，表層付近に生じた局所的な応力により形成されたものと推定され（P.399），笹波沖断
層帯（西部）に関連する構造ではないと判断した。
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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2.4.1（6） 笹波沖断層帯（西部）の端部 －南西端調査 No.8測線－

○褶曲の西端付近の後翼側であるNo.8測線において，測点52.5付近でB1層下部，B2層，B3層，C1層及びC2層に西落ちの変形構造が認められる。変形はB1層下部に及んでいることから，B1層以
上に変位，変形が認められると判断した（下図）。

○この変形構造の南方延長にあたるN-115測線及びN-9W測線において，累積的な構造ではないが西落ちの変形が認められ（次頁），南方へ連続しているものの，その周辺の測線（No.101測線
（前頁），No.9-1測線，No.102測線及びNo.101.5測線（次々頁））には対応する構造は認められない。

○この変形構造については，周辺の測線に連続しないことから局所的な変形構造と考えられるものの，この変形構造の南方延長（N-115測線，N-9W測線）において，対応する可能性がある変形
が認められ，図中 範囲内に連続する可能性は否定できないことから，この変形構造の存在が想定される範囲の内，最も南西方の点（No.9-1測線とNo.101.5測線の交点）を南西端と評価し
た。
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（N-115測線，N-9W測線）

南西端の位置
（No.9-1測線とNo.101.5測線の交点）

志賀原子力発電所

紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所

NO.101.5測線よりも
東側で局所的な変形
構造に対応する可能
性がある変形が認め
られる（次頁）。

コメントNo.58の回答

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究所）の海上音波
探査の記録を北陸電力が独自に解析・作成したものである

A層とB層の細区分ができない層は，
Q層と称する。

【N-9W測線，N-115測線】

・No.8測線で推定した局所的な変形構造の南方延長
にあたるN-115測線，N-9W測線において，累積的
な構造ではないが西落ちの変形が認められる。
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【No.9-1測線，No.102測線，No.101.5測線】
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・いずれの測線にも局所的な変形構造に対応する変位，変形は認められない。
・No.9-1測線，No.102測線及びNo.101.5測線に認められるわずかな地層の変位，変形は，小断層群（P.399）であり，隆起運動に伴い，
表層付近に生じた局所的な応力により形成されたものと推定され，局所的な変形構造に関連する構造ではないと判断している。
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2.4.1（7） 笹波沖断層帯（西部）周辺の重力異常

○笹波沖断層帯（西部）の深部構造を確認するため，ブーゲー異常図及び水平一次微分図を作成した。

○ブーゲー異常図及び水平一次微分図によれば，笹波沖断層帯（西部）に対応するNE-SW走向の重力異常急変部は認められない。

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり） 水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去及び遮断波長
4kmのローパスフィルター処理を行っている。

・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

・上図は，陸域は本多ほか(2012)，
国土地理院 (2006)，The Gravity
Research Group in Southwest
Japan (2001)，Yamamoto et al.
(2011)，Hiramatsu et al. (2019)，
海域は産業技術総合研究所地質
調査総合センター(2013)，石田ほ
か（2018）を用いて，金沢大学・当
社が作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：1mGal 鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

第1144回審査会合資料1-1
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●：測定点

コメントNo.57の回答

笹波沖断層帯（西部）

志賀原子力発電所



2.4.1（8） 笹波沖断層帯（東部）と笹波沖断層帯（西部）の連動評価

109

○上記のうち，文科省ほか（2015）による連動の評価は専門家により詳細に検討された結果であることから，重要な知見と位置づけ，当社の評価に反映する。
○したがって，笹波沖断層帯（東部）と笹波沖断層帯（西部）は連動を考慮し，「笹波沖断層帯（全長）」として走向がNE-SW方向，南東傾斜（約60°）の逆断層と評価した。
○断層長さは，笹波沖断層帯（東部）の北東端（輪島市門前町浦上付近）から笹波沖断層帯（西部）の南西端（局所的な変形構造の存在が想定される範囲の内，最も南西方の点）までの約45.5㎞
区間を評価した。

○なお，連動に関する詳細調査の結果を踏まえると，断層面の傾斜方向が同じであること，両断層が連続して分布していること及び2007年能登半島地震の余震分布が笹波沖断層帯（西部）の北
東側にも認められることは，両断層の連動を考慮するとした上記評価と整合する。

○文献調査の結果，文科省ほか（2015）は笹波沖断層帯（東部）に対応するNT8と笹波沖断層帯（西部）に対応するNT10を示し，NT8とNT10の連動性を否定するものではないとしている（P.79，次
頁）。

○以下に両断層の連動に関する詳細調査の結果を示す。
・笹波沖断層帯（東部）と笹波沖断層帯（西部）はいずれも南東傾斜（約60°）で，断層面の傾斜方向は同じである（下図，P.76，77）。
・笹波沖断層帯（東部）と笹波沖断層帯（西部）は連続して分布するが，その境界で走向が大きく屈曲する（下図，P.98）。
・笹波沖断層帯（東部）は笹波沖隆起帯北縁に分布している断層である。笹波沖断層帯（西部）は笹波沖小隆起帯北縁に沿って断層が分布し，その南西方では断層形態が変わり，笹波沖小隆
起帯の北西縁に沿って撓曲群が分布しており，分布する隆起帯が異なるものの，断層が不連続となる箇所に，断層同士を遮るような別の隆起帯が認められない（下図，P.76，77）。
・断層周辺の重力異常を比較した結果，重力異常の等重力線に対して，笹波沖断層帯（東部）は走向はほぼ一致しているが，笹波沖断層帯（西部）の走向はほぼ直交している（P.108）。
・佐藤ほか（2007a）によれば，2007年能登半島地震は笹波沖断層帯（東部）の最新活動によるものである。笹波沖断層帯（西部）の最新活動は不明であり，活動履歴が異なる（P.78，79）。
・笹波沖断層帯（東部）が震源断層である2007年能登半島地震の余震活動が笹波沖断層帯（西部）に拡大しているか確認した結果，本震発生から最大余震までの期間に発生した余震の分布
は笹波沖断層帯（東部）の範囲に集中しているが，地震発生から約2ヵ月間の余震分布からは，笹波沖断層帯（西部）の北東側にも一部余震の発生が認められる（P.112）。
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コメントNo.50の回答

小断層群密集域

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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【国による連動評価 －文献調査－ 】

○笹波沖断層帯（東部）と笹波沖断層帯（西部）の連動に関する文献調査を行った。
○文科省ほか（2015）は，笹波沖断層帯（東部）に対応するNT8と笹波沖断層帯（西部）に対応するNT10を示している。NT8とNT10はほぼ同一の
走向であるが南にステップすることから，独立させて記述したとしているが，NT8とNT10の連動性を否定するものではないとしている。

○一方，文科省ほか（2016）は，連動する可能性がある断層の組合せとして，NT8とNT10を選定していない。

NT7

NT10 NT8

NT9

KZ1

KZ2

連動する可能性が考えられる21断層（緑色）
文科省ほか（2016）を編集，一部加筆

能登半島沖～富山湾周辺の断層矩形モデル
文科省ほか（2015）に一部加筆

・笹波沖断層帯（東部）に対応するNT8と笹波沖断層帯（西部）に対応す
るNT10に関する記載を，文科省ほか（2015）から抜粋。

・連動する可能性がある断層の組合せ
として，NT8とNT10を選定していない。

NT6

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所

第1144回審査会合資料1-1
P.99 再掲
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ブーゲー異常図 水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去及び遮断波長
4kmのローパスフィルター処理を行っている。

・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

・右図は，陸域は本多ほか(2012)，
国土地理院 (2006)，The Gravity
Research Group in Southwest
Japan (2001)，Yamamoto et al.
(2011)，Hiramatsu et al. (2019)，
海域は産業技術総合研究所地質
調査総合センター(2013)，石田ほ
か（2018）を用いて，金沢大学・当
社が作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：1mGal 鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

○笹波沖断層帯（東部）と笹波沖断層帯（西部）の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常を比較した。
○重力異常の等重力線に対して，笹波沖断層帯（東部）は走向はほぼ一致しているが，笹波沖断層帯（西部）の走向はほぼ直交しており，両断層
で重力異常の連続性は認められない。

【笹波沖断層帯（東部）と笹波沖断層帯（西部）周辺の重力異常 】

第1144回審査会合資料1-1
P.100 一部修正

●：測定点

コメントNo.57の回答



志賀原子力発電所
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・臨時陸上地震観測（2007年3月25日～5月末頃，Sakai et al.（2008）），海
底地震観測（2007年4月5日～5月8日，Yamada et al.（2008））による余
震分布から，笹波沖断層帯（西部）の北東側にも一部余震の発生が認
められる。

・上図は，澤田ほか（2022）を基に，金沢大学・当社が作成したものである。
・D2層の補間処理にあたっては，水深，Q層（A層＋B層），C層，D1層，D2層の地層境界深度データから，
各層の厚さ分布を作成し，GMT(The Generic Mapping Tools)のsurfaceコマンド（Smith and Wessel，
1990）を使用し，隣接する測線の層厚情報を用いて計算を行った。

・D層の上面深度0mの位置は，D層に対応する陸域の地質境界線を0mとした。

深度

(m)
0 10km

※：余震分布は気象庁の地震・火山月報
（カタログ編）による

羽
咋
沖
西
撓
曲

羽
咋
沖
東
撓
曲

兜
岩
沖
断
層

D層等深線図
（音波探査測線，余震分布※（H19.3.25 18：11最大余震前まで）等を加筆）

・本震発生から最大余震までの期間に発生した余震の分布は笹波沖断
層帯（東部）の範囲に集中している。

○笹波沖断層帯（東部）が震源断層である2007年能登半島地震の余震活動が笹波沖断層帯（西部）に拡大しているか確認した結果，本震発生から最大余震までの期
間に発生した余震の分布は笹波沖断層帯（東部）の範囲に集中している（左図）。

○一方，地震発生から約2ヵ月間の余震分布（Yamada et al.（2008））からは，笹波沖断層帯（西部）の北東側にも一部余震の発生が認められる（右図）。

【笹波沖断層帯（東部）と笹波沖断層帯（西部）周辺の地震活動】

余震分布図
（Yamada et al.（2008）に一部加筆）

推定区間

断層位置
（細線は分岐断層と評価したもの）

第1144回審査会合資料1-1
P.101 再掲
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2.4.2 海士岬沖断層帯



2.4.2 (1) 海士岬沖断層帯の評価結果
【文献調査】（P.115）
○岡村（2007a）は，NE-SW方向の第四紀向斜軸及び背斜軸を図示し，その基部に南東傾斜の逆断層が伏在すると記載している。井上ほか（2007）は，海士岬沖断層帯に対応する位置に断層を
図示し，長さ約17㎞で，いくつかの屈曲を有し，海底面に変位は認められないが完新統に変形が認められるとしている。

○国交省ほか（2014）は，海士岬沖断層帯に対応する位置に，断層トレースを記載しているが，断層モデルを設定していない。
○文科省ほか（2015）は，海士岬沖断層帯に対応する位置に震源断層モデルとしてNT9（走向：34度，傾斜：60度，断層長さ：18.4km）を設定している。

114
海士岬沖断層帯は後期更新世以降の活動が否定できず，

その長さとして約12.2km区間を評価する。

■北東端（P.122，123）
【海上音波探査】
○L11-1測線，K25-2測線におい
て，笹波沖断層帯（東部）の分
岐断層に対応する変位は認
められるが，海士岬沖断層帯
の延長部に断層等を示唆する
ような変位，変形は認められ
ない。
→L11-1測線を北東端と評価。

■南西端（P.124，125）
【海上音波探査】
○K18測線において，いずれの
地層にも断層等を示唆するよ
うな変位，変形は認められな
い。

○K18測線のさらに南西方の
No.8測線には，羽咋沖東撓曲
に対応する変形は認められる
が，海士岬沖断層帯に対応す
る断層等を示唆するような変
位，変形は認められない。
→K18測線を南西端と評価。

■重力探査（P.126）
○海士岬沖断層帯に対応する重
力異常急変部は認められない。

⇒L11-1測線（北東端）からK18
測線（南西端）までの約
12.2km区間を評価。

○海士岬沖断層帯は，笹波沖隆起帯西縁から海
士岬沖小隆起帯の西縁に沿って分布する西翼
が急傾斜，東翼が緩傾斜の撓曲から構成され
る（P.116）。

○海上音波探査の結果，笹波沖隆起帯西縁に西
落ちの変形が認められることから撓曲を推定し
たが， B1層以上に変位，変形は認められないと
判断した（P.117，118）。なお，撓曲の東側にわ
ずかな変位の断層が認められるが，それは笹
波沖断層帯（東部）の分岐断層であると評価し
ている（P.117）。

○さらに，南部は海士岬沖小隆起帯西縁に西落ち
の変形が認められることから撓曲を推定し， B1

層以上に変位，変形が認められると判断した
（P.119～121）。

→海士岬沖断層帯は，文献調査の結果，岡村
（2007a）及び文科省ほか（2015）から南東傾斜
（約60°）の逆断層と推定され，海上音波探査
の結果からも，南東傾斜の逆断層が伏在する
ことが推定される。

⇒文献調査，海上音波探査の結果，海士岬沖断
層帯は，走向がNE-SW方向，南東傾斜（約
60°）の逆断層と推定され，B1層以上に変位，
変形が認められない笹波沖隆起帯西縁の撓
曲区間も含めて，後期更新世以降の活動が否
定できないと評価。

【活動性評価】 【長さの評価】

第1144回審査会合資料1-1
P.103 一部修正

位置図

地震研ブーマー
（K25-2）

志賀原子力発電所

北陸電力スパーカー
（No.5）

北陸電力ブーマー
（No.6.5-1U）

北陸電力スパーカー
（No.7-2）

※： 以外の海士岬沖断層帯を確認した音波探査記録はデータ集2

断層位置
推定区間

断層端点

北陸電力スパーカー
（No.8）

対象断層 対象外断層

端部測線

断層を確認した測線※

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

左図範囲

紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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2.4.2 (2) 海士岬沖断層帯の文献調査

○岡村（2007a）は，産業技術総合研究所（地質調査所）による調査（調査測線①）から， NE-SW方向の第四紀向斜軸及び背斜軸を図示し，その基部に南東傾斜の逆断層が伏在すると記載して
いる。

○井上ほか（2007）は，2007年能登半島地震の震源域で産業技術総合研究所による調査（調査測線②），東京大学地震研究所による調査（調査測線③）及び当社が地震前に実施した音波探査
記録（調査測線④）等から，海士岬沖断層帯に対応する位置に断層を図示し，長さ約17㎞で，いくつかの屈曲を有し，海底面に変位は認められないが完新統に変形が認められるとしている。

○佐藤ほか（2007b）は，石油開発公団による調査を再解析し，海士岬沖断層帯に対応する断層について，既存の正断層の再活動である可能性が高いと記載している。
○井上・岡村（2010）は，岡村（2007a）及び井上ほか（2007）の調査結果から，海士岬沖断層帯に対応する位置に活逆断層を図示している。
○国交省ほか（2014）は，海士岬沖断層帯に対応する位置に，断層トレースを図示しているが，断層モデルを設定していない。
○文科省ほか（2015）は，岡村（2007a）及び井上・岡村（2010）が示した構造に対応する位置に，震源断層モデルとしてNT9（走向：34度，傾斜：60度，断層長さ：18.4km）を設定し，産業技術総合研
究所による調査（調査測線①②） ，石油開発公団による調査及び佐藤ほか（2007b）の二船式反射法地震探査（調査測線⑤）により，60°の東傾斜の断層と判断している。文科省ほか（2021）
では，活動性の評価を確実性Aクラス（第四紀後期までの地層が，変形・変位を受けている）としている。

志賀原子力発電所

位置図

：調査測線②

：調査測線③

：調査測線①

：調査測線⑤

：調査測線④

：調査測線④

：調査測線④

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

左図範囲

第1144回審査会合資料1-1
P.104 再掲

枠囲みの内容は機密事項
に属しますので公開でき
ません。



○海士岬沖断層帯周辺には，D層の顕著な隆起帯が認められ，この隆起域は志賀町笹波沿岸の隆起帯（笹波沖隆起帯）とその南西方の小規模
な隆起帯（海士岬沖小隆起帯）からなる。

○海士岬沖断層帯は，笹波沖隆起帯西縁から海士岬沖小隆起帯の西縁に沿って分布する西翼が急傾斜，東翼が緩傾斜の撓曲から構成される。
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2.4.2 (3) 海士岬沖断層帯の活動性 －海士岬沖断層帯周辺の地質図－
第1144回審査会合資料1-1

P.105 一部修正

海士岬沖断層帯周辺の地質図

笹
波
沖
隆
起
帯

志賀原子力発電所

左図範囲

紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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2.4.2 (3) 海士岬沖断層帯の活動性 －No.5測線－

○No.5測線において，笹波沖隆起帯西縁にあたる測点5付近でB2層基底，B3層，C1層，C2層，D1層及びD2層に西落ちの変形が認められることから撓曲を推定した。変形はA層及び
B1層に及んでいないことから，B1層以上に変位，変形は認められないと判断した。

○また，測点4付近でA層下部，B1層，B2層及びD2層に西落ちの変位が推定されることから断層を推定した。変位，変形はA層上部及び海底面に及んでいないが，A層下部まで変
位は及んでいることから，B1層以上に変位，変形が認められると判断した。この断層は連続性，佐藤ほか（2007a）の知見から笹波沖断層帯（東部）の分岐断層※に対応すると判
断した。

D2
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C2
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Ａ
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0m
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300m
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←W
E→

10 5 1

10 5 1

CC

笹波沖断層帯（東部）の
分岐断層

海士岬沖断層帯

約1km断層（破線は推定）
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位置図

北陸電力スパーカー
（No.5）

10 5 1

志賀原子力発電所

対象断層 対象外断層

右図記録範囲

※：笹波沖断層帯（東部）の分岐断層の評価はP.76

左図範囲

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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2.4.2 (3) 海士岬沖断層帯の活動性 －No.6測線－

←W E→

約1km
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Ａ
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○No.6測線において，笹波沖隆起帯西縁にあたる測点50付近でB2層基底，B3層，C1層，C2層及びD1層に西落ちの変形が認められることから撓曲
を推定した。変形はA層及びB1層に及んでいないことから，B1層以上に変位，変形は認められないと判断した。

第1144回審査会合資料1-1
P.107 再掲
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位置図

北陸電力スパーカー
（No.6）

45 55

1

志賀原子力発電所

対象断層 対象外断層

右図記録範囲

左図範囲

枠囲みの内容は機密事項に属しま
すので公開できません。
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位置図

北陸電力ブーマー
（No.6.5-1U）

10 5 1

志賀原子力発電所

対象断層
対象外断層

右図記録範囲

左図範囲

○No.6.5-1U測線において，海士岬沖小隆起帯西縁にあたる測点9付近でB1層，B2層， B3層，C1層及びC2層上部に西落ちの変形が認められることから撓曲を推定した。
変位，変形はA層に及んでいないが，B1層まで変形は及んでいることから，B1層以上に変位，変形が認められると判断した。本撓曲は西翼が急傾斜，東翼が緩傾斜
の非対称な褶曲であり，東傾斜の逆断層が伏在することが推定される。

〇また，測点3付近でB3層，C1層，C2層及びD1層に西落ちの変形が認められることから撓曲を推定した。A層及びB1層は層厚が薄く，内部構造を確認できないことから，
B1層以上に変位，変形の可能性が否定できないと判断した。

119

2.4.2 (3) 海士岬沖断層帯の活動性 －No.6.5-1U測線－
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紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
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【No.7-2測線】
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2.4.2 (3) 海士岬沖断層帯の活動性 －No.7-2測線，No.7-1-3U測線－

○No.7-2測線において，海士岬沖小隆起帯西縁にあたる測点5付近でC2層，D1層及びD2層に西落ちの急傾斜部が認められ，本測線とほぼ同位置の分解能の高い
No.7-1-3U測線（次頁）において，測点19付近でB1層下部，B2層，B3層及びC1層に西落ちの変形が認められることから撓曲を推定した。変形はB1層下部まで及んで
いることから，B1層以上に変位，変形が認められると判断した。本撓曲は西翼が急傾斜，東翼が緩傾斜の非対称な褶曲であり，東傾斜の逆断層が伏在することが
推定される。
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位置図

北陸電力スパーカー
（No.7-2）

1

2 5 10

志賀原子力発電所

左図範囲

対象断層 対象外断層

右図記録範囲

紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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【No.7-1-3U測線】
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位置図

北陸電力ブーマー
（No.7-1-3U）
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15 23

志賀原子力発電所

左図範囲

対象断層 対象外断層

右図記録範囲

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。



笹
波
沖
隆
起
帯

位置図

産総研ブーマー（L11-1）

志賀原子力発電所

対象断層 対象外断層

右図記録範囲

※：笹波沖断層帯（東部）の分岐断層の評価はP.76

左図範囲

2.4.2 (4) 海士岬沖断層帯の端部 －北東端調査 L11-1測線－

○No.5測線で推定した断層の北東方延長にあたるL11-1測線において，海士岬沖断層帯の延長部のA層，B3層，C2層及びD1層に断層等を示唆するような変位，変形
は認められない。

〇測点12付近でA層下部及びD1層に北西落ちの変位が認められることから，断層を推定した。変位，変形はA層に及んでいることからB1層以上に変位，変形が認めら
れると判断した。この断層は連続性，佐藤ほか（2007a）の知見から笹波沖断層帯（東部）の分岐断層※に相当すると判断した。
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・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記
録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。



位置図

対象断層 対象外断層

右図記録範囲

志賀原子力発電所

左図範囲
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起
帯

地震研ブーマー
（K25-2）

122

志賀原子力発電所
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2.4.2 (4) 海士岬沖断層帯の端部 －北東端調査 K25-2測線－

○L11-1測線のさらに北東方延長にあたるK25-2測線において，海士岬沖断層帯の延長部のA層及びD1層に断層等を示唆するような変位，変形は認められない。
〇測点11付近でA層下部及びD1層に西落ちの変形が認められることから，断層を推定した。変形はA層に及んでいることからB1層以上に変位，変形が認められると判
断した。この断層は連続性，佐藤ほか（2007a）の知見から笹波沖断層帯（東部）の分岐断層※に相当すると判断した。
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・この図面は東京大学地震研究所の海上音波探査の記
録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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※：笹波沖断層帯（東部）の分岐断層の評価はP.76

枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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位置図

地震研ブーマー（K18）

上図範囲

対象断層 対象外断層

右図記録範囲

志賀原子力発電所

○No.7-2測線で推定した撓曲の南西方延長にあたるK18測線において，いずれの地層も沖側に向かって緩やかに傾斜しており，断層等を示唆す
るような変位，変形は認められない。
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2.4.2 (4) 海士岬沖断層帯の端部 －南西端調査 K18測線－
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・この図面は東京大学地震研究所の海上音波探査の記
録を北陸電力が独自に解析・作成したものである
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位置図

上図範囲

北陸電力スパーカー
（No.8）35 1825

対象断層 対象外断層

右図記録範囲

志賀原子力発電所
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○K18測線のさらに南西方延長にあたるNo.8測線において，いずれの地層にも海士岬沖断層帯に対応する断層等を示唆するような西落ちの変位，変形は認められない。
○測点25付近の東落ちの変形から推定される撓曲は，羽咋沖東撓曲として別途評価している。
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2.4.2 (4) 海士岬沖断層帯の端部 －南西端調査 No.8測線－
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延長部 羽咋沖東撓曲※

※羽咋沖東撓曲の評価はP.128
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2.4.2 (5) 海士岬沖断層帯周辺の重力異常

○海士岬沖断層帯の深部構造を確認するため，ブーゲー異常図及び水平一次微分図を作成した。

○ブーゲー異常図及び水平一次微分図によれば，海士岬沖断層帯に対応するNE-SW方向の重力異常急変部は認められない。

第1144回審査会合資料1-1
P.115 一部修正

コメントNo.57の回答
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ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり） 水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去及び遮断波長
4kmのローパスフィルター処理を行っている。

・水平一次微分図は，左のフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

・上図は，陸域は本多ほか(2012)，
国土地理院 (2006)，The Gravity
Research Group in Southwest
Japan (2001)，Yamamoto et al.
(2011)，Hiramatsu et al. (2019)，
海域は産業技術総合研究所地質
調査総合センター(2013)，石田ほ
か（2018）を用いて，金沢大学・当
社が作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：1mGal 鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

●：測定点

海士岬沖断層帯

志賀原子力発電所
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2.4.3 羽咋沖東撓曲
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2.4.3 (1) 羽咋沖東撓曲の評価結果

羽咋沖東撓曲は後期更新世以降の活動が否定できず，
その長さとして約33.6km区間を評価する。

■北端（P.135，136）
【海上音波探査】
○K18測線において，羽咋沖東撓曲を示
唆するような変位，変形は認められな
い。

○K18測線のさらに北方のNo.7測線には，
海士岬沖断層帯に対応する変形は認
められるが，羽咋沖東撓曲を示唆する
ような変位，変形は認められない。

→K18測線を北端と評価。

■南端（P.137，138）
【海上音波探査】
○No.16-2測線，補No.3（800）において，
いずれの地層にも断層等を示唆するよ
うな変位，変形は認められない。

→No.16-2測線を南端と評価。

■重力探査（P.139）
○重力異常の急変部は，海上音波探査
で推定された羽咋沖東撓曲にほぼ対
応している。

⇒K18測線（北端）からNo.16-2測線（南
端）までの約33.6km区間を評価。

【長さの評価】

【文献調査】（P.129）
○岡村（2007a）は，N-S方向に，第四紀向斜軸・背斜軸を図示し，ハーフグラーベンが隆起した盆地反転構造であり，背斜構造の形状から，東翼基部に西傾斜の第四
紀逆断層が伏在すると推定している。

○国交省ほか（2014）は，羽咋沖東撓曲に対応する位置に，長さが26.0km，西傾斜の逆断層として，津波断層モデルF46を設定している。
○文科省ほか（2015）は，羽咋沖東撓曲に対応する位置に震源断層モデルとしてKZ1（走向：177度，傾斜：60度，断層長さ：25.8㎞）を設定している。

○羽咋沖東撓曲は，東翼が急傾
斜で幅が狭く，西翼が緩傾斜
で幅が広い非対称な褶曲構造
である（P.130）。

○海上音波探査の結果，B1層，
B2層，B3層，C1層，C2層，D1層
及びD2層に東落ちの変形が認
められることから撓曲を推定し，
B1層以上に変位，変形が認め
られると判断した（P.131～134）。

→羽咋沖東撓曲は，文献調査
の結果，岡村（2007a）等から西
傾斜（約60°）の逆断層と推定
され，海上音波探査の結果か
らも，西傾斜の逆断層が伏在
することが推定される。

⇒文献調査及び海上音波探査
の結果，羽咋沖東撓曲は，走
向がN-S方向，西傾斜（約
60°）の逆断層と推定され，
後期更新世以降の活動が否
定できないと評価。

【活動性評価】

第1144回審査会合資料1-1
P.117 一部修正

位置図

志賀原子力発電所
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地震研ブーマー
(K18）

※： 以外の羽咋沖東撓曲を確認した音波探査記録はデータ集2
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区
間

断層位置
推定区間

断層端点

対象断層 対象外断層

端部測線 断層を確認した測線※

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）

紫字：第1144回審査会合以降に変更した箇所

小断層群密集域

枠囲みの内容は機密事項に属します
ので公開できません。



○岡村（2007a）は，産業技術総合研究所（地質調査所）による調査（調査測線①）から，N-S方向に，第四紀向斜軸・背斜軸を図示し，これらはかつてのハーフグラーベンが隆起した盆地反転構
造であり，背斜構造の形状から，東翼基部に西傾斜の第四紀逆断層が伏在すると推定している。また，岡村（2007b）は，この逆断層について，かつての正断層が逆断層として再活動した可能
性が高いと記載している。

○国交省ほか（2014）は，産業技術総合研究所による調査（調査測線①）及び海洋研究開発機構による調査結果（調査測線②）から，羽咋沖東撓曲に対応する位置に，断層モデルとしてF46（走
向：177度，傾斜：60度，断層長さ：26.0km ）を設定し，西傾斜の逆断層としている。

○文科省ほか（2015）は，文科省ほか（2014）による調査（調査測線③）の他，産業技術総合研究所による調査（調査測線①），石油開発公団による調査及び海洋研究開発機構による調査（調査
測線②）の結果から，岡村（2007a）及び国交省ほか（2014）が示した構造に対応する位置に，震源断層モデルとしてKZ1（走向：177度，傾斜：60度，断層長さ：25.8km）を設定し，佐藤ほか
（2007b）及び佐藤ほか（2014）から見かけ55°の西傾斜の逆断層と判断している。文科省ほか（2021）では，活動性の評価を確実性Cクラス（変形を受けている最新期の地層の年代が第四紀
前期である可能性がある）としている。

○その他，桜井ほか（1971）は海上保安庁水路部によって実施された反射法地震探査，田中（1979）は通産省等により実施された反射法地震探査の解釈から，羽咋沖東撓曲の一部区間に断層
を図示している。
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2.4.3 (2) 羽咋沖東撓曲の文献調査

位置図

Line E測線（赤矢印はKZ1とその延長）
（文科省ほか，2015）

志賀原子力発電所

LineE測線

位置図表示範囲

：調査測線①

：調査測線③

：調査測線②

下図矢印の表示範囲

第1144回審査会合資料1-1
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枠囲みの内容は機密事項に属し
ますので公開できません。



○羽咋沖東撓曲は，羽咋沖盆地（岡村，2007a）内に分布し，東翼が急傾斜で幅が狭く，西翼が緩傾斜で幅が広い非対称な褶曲構造である。
○羽咋沖東撓曲周辺には，C層及びB層が厚く堆積し，羽咋沖東撓曲の北端付近には，C層の隆起（海士岬沖小隆起帯）が認められる。
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2.4.3 (3) 羽咋沖東撓曲の活動性 －羽咋沖東撓曲周辺の地質図－
第1144回審査会合資料1-1

P.119 再掲

羽咋沖東撓曲周辺の地質図
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枠囲みの内容は機密事項に属しますので
公開できません。
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2.4.3 (3) 羽咋沖東撓曲の活動性 －No.8測線－

○No.8測線において，測点25付近でB1層基底，B2層，B3層，C1層，C2層及びD1層に東落ちの変形が認められることから撓曲を推定した。変位，変
形はA層及びB1層内部に及んでいないが，B1層基底まで変形は及んでいることから，B1層以上に変位，変形の可能性が否定できないと判断し
た。
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左図範囲
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右図記録範囲

志賀原子力発電所

小断層群密集域

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。




